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自治体庁舎等の地震直後の 
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建築研究部 評価システム研究室      石原 直 
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住宅研究部 住宅生産研究室        脇山 善夫 
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１．はじめに 

地震被害からの速やかな復旧には、庁舎等が災害

対応の拠点となる。過去の地震では、庁舎等が立ち

入り可能であるかどうかを専門家が確認するまでに

時間がかかり（図-1）復旧の妨げとなった例もある。 

本研究は、建物管理者が立ち入りの可否を判定す

るのに必要な構造体と非構造部材に関する技術資料

を提示することを目的とする。 

 

 
図-1 地震直後は健全性が不明 

 

２．研究内容等 

本研究で解決を図る課題は次の２点である。 

a) 地震直後に構造体の健全性を専門家によらず迅

速に判定するには加速度計等の活用が考えられ

るが、一般的な工学的判定基準が無い。 

b) 非構造部材の健全性を地震直後に目視点検する

ための技術資料が未整備。 

これらの課題に対して、次の研究を実施した。 

① 建築物モデルの構造解析により、加速度計を用い

た構造体の健全性判定（図-2）の工学的判定基準

を示す。また、実装のための技術的留意事項を整

理する。 

② 非構造部材の目視点検指針を整備する（吊り天井

の損傷評価（図-3）を含む）。 

①は、建築物に設置された加速度センサーから地

震時に得られる時々刻々変化する特性を数値で捉え

て、構造体の健全性判定のための基準を検討した（図

-4）。具体的には、地震時の構造体の固有周期の変

化の度合いから構造体の健全性を推定した。②は、

地震時の非構造部材の損傷評価について現状を整理

し、知見が不足している吊り天井の損傷評価に関す

る実験等を行った上で、健全性判定のための基準等

を作成した。 

 

図-2 健全性判定システム

の建築物への実装 

 

図-3 吊り天井の損傷 
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判定基準

 
図-4 構造体の健全性判定基準 
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１．はじめに 

建築分野における木材利用拡大のため、大型木造

建築物の構造設計技術の整備が求められている。本

研究では、標準的な構造形式の一つとなり得る木質

ラーメン構造を対象に、柱梁接合部パネルの耐力評

価法確立のため、今年度の検討の成果を紹介する。 

 

２．せん断強度の寸法効果 

既往研究における知見より、木材・木質材料のせ

ん断強度はせん断面積に応じて変化する寸法効果を

持つことが指摘されており、木質ラーメン構造の柱

梁接合部パネルの耐力はせん断強度に依存すること

から、そのことを考慮して耐力評価法を提示する必

要がある。図-1に、文献調査に基づく既往の実験結

果によるせん断強度－せん断面積関係と、木質ラー

メン構造で想定される接合部パネルのせん断面積の

範囲を示す。これより、ラーメン構造で想定される

範囲におけるせん断強度－せん断面積関係の基礎デ

ータの不足と収集の必要性などを把握した。 

 

 

 

図-1 せん断強度-せん断面積関係と想定対象範囲 

 

３．接合形式によるせん断力分布の違い 

文献調査を実施し、既存の木質ラーメン構造の柱

梁接合部の接合形式を応力伝達機構により分類した。

その分類に基づき、標準的な接合形式である鋼板挿

入ドリフトピン接合、ラグスクリューボルト（LSB）

接合、引きボルト接合の3種を検討対象とした。これ

らについて、柱勝ち架構の十字形接合部を例にとり、

柱の接合部パネルのせん断力分布を解析的に把握し

た。結果の一例を図-2に示す。鋼板挿入ドリフトピ

ン接合の場合には、繊維方向成分の応力伝達により、

LSB接合や引きボルト接合と比べて、接合部パネルに

生じるせん断力は半分程度に低くなることなどを得

た。また、FEM解析を実施してLSB接合と引きボルト

接合のせん断応力度分布の違いを把握した。 

 

 

図-2 接合形式によるせん断力分布の違い 

 

４．今後の展開 

 次年度は、実験的検討を追加しせん断強度－せん

断面積関係の基礎データの収集や接合部パネル内の

応力度分布の把握・検証などを実施予定である。 
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